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さらなる産学連携の発展に向けて 

－大学の視点から－ 
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Kenichi MOROOKA

抄録 これまでの産学連携の実績を踏まえ，今後産学連携をさらに発展させる際の大学や企業等の連携

当事者の留意事項や，大学発ベンチャー創設の際の留意事項，大学発技術移転の際の注意事項について

述べる。 

1．はじめに 
産学連携は，大学の研究成果を社会に還元し，

新産業の創出やイノベーションの更なる促進の一

助となることから，その必要性が述べられて久し

い。関係者の多大な努力の結果，大学における体

制整備をはじめ，共同研究，委託研究の増加等，

成果も着実に上がっているものの，米国と比較す

ると日本は実績面で劣っており，更なる推進が必

要との意見もみられる。 

本稿では，産学連携の実態を踏まえ，今後さら

に産学連携を推進し，発展させていくために必要

と思われる事項を主に大学側の視点から述べる。 

 

2．産学連携の必要性とこれまでの経緯 

（1）産学連携の必要性 

日本は天然資源が無く，また，少子化，人口減

少時代を迎えている。そのような状況下で今後日

本が経済的に発展していくためには，技術革新に

よる経済成長を指向することがきわめて重要であ

る。技術革新に関して，1995 年から 2004 年にお

ける日本の経済成長に対する技術革新の寄与度を

みてみると，諸外国と比べて日本における全要素

生産性（MEP）の占める割合は低いことがわかる

（図 1）。他方で米国は MEP の占める割合が大き

く，米国の経済成長には技術革新が大きく寄与し

ていると考えられる。今後の日本においては，少

子化等の影響により，労働投入や資本投入の大き

な伸びが期待できないことから，日本が経済的に

発展していくためには，技術革新を推進していく

ことが必要となろう。 
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図 1：経済成長（1995－2004）に対する技術革新の寄与度1 

 

 
図 2：日本における生産年齢人口の推移2 

 

この技術革新を図るための政策としては様々な

ものが考えられるが，効果的な政策の一つとして，

大学が有する知識や研究成果等の資源を実社会で

有効に活用する，いわゆる産学連携が考えられる。

その理由は，大学は日本の研究費約 18.9 兆円のう

ち，約 3.4 兆円（約 18％）を占め，研究者の数も

日本の研究者約 83 万人のうち，約 30 万人（約

36％）を占めており3，研究拠点としてきわめて重

要な位置を占めていること，また，日本の自然科

学や工学の論文の世界におけるシェアは，米国の

30.8％に次ぐ 2 位で 8.6％となっている4こと等が

挙げられる。この論文のシェアは日本全体の論文
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のデータであって大学の論文数のみを対象とした

ものではないが，日本における大学と産業界等の

論文執筆活動が，他国と比してきわめて特殊な状

況（例えば日本の大学における論文数が極めて少

なく大部分は産業界等の論文である等）にあると

も考えられないことから，日本の大学の研究レベ

ルも非常に高いと考えられる。このように，日本

における大学は豊富な人的資源，研究費を有し，

かつ高い研究レベルを持っていることから，これ

らを活用する産学連携施策の推進により，日本経

済の発展の一助とすることは必要不可欠であると

いえる。 

 

（2）最近の主な政策 
産学連携に関連する最近の主な政策（特に知的

財産に関連したもの）を俯瞰してみる。まず，1998

年に，「大学等における技術に関する研究成果の民

間事業者への移転の促進に関する法律」（一般に

“大学等技術移転促進法”と呼ばれる）により承

認 TLO 制度が創設された。翌年には，産業活力再

生特別措置法において，政府資金により行われる

委託研究開発に係る知的財産について一定の条件

下で受託企業に帰属させる，いわゆる日本版バイ

ドール制度が規定された（産業活力再生特別措置

法第 30 条）。また，2000 年には，産業技術力強化

法において，TLO が国立大学のキャンパスを無償

で使用できる措置が採られた。 

その後，大学が知的財産活動を行うためには，

まずは大学組織内に知的財産管理体制を構築する

ことが必要であるとの認識のもと，2002 年には，

大学における知的財産管理体制の構築支援を行う

知的財産管理アドバイザー派遣事業が特許庁にお

いて開始されている。そして，2003 年からは，大

学における知的財産の創造，保護，活用を戦略的

に実施する体制を整備するため，大学に知的財産

本部を設置することを推進する大学知的財産本部

整備事業が文部科学省において開始された。 

また，2006 年には教育基本法が改正され，「大

学は，学術の中心として，高い教養と専門的能力

を培うとともに，深く心理を探求して新たな知見

を創造し，これらの成果を広く社会に提供するこ

とにより，社会の発展に寄与するものとする」（第

7 条第 1 項）と規定され，さらに 2007 年の学校教

育法の改正では，「大学は，その目的を実現するた

めの教育研究を行い，その成果を広く社会に提供

することにより，社会の発展に寄与するものとす

る。」（第 83 条第 2 項）と規定された。これにより，

これまでは教育や学術研究が大学の基本的役割で

あったが，さらに社会の発展への寄与という「社

会貢献」が大学の基本的役割に加えられることと

なった。これらの役割を担う大学に，知的財産の

分野で期待されることは，知的財産立国を支える

人材の輩出と，産学連携による研究開発，研究成

果の社会還元である。 

そして，2008 年には，大学が作成する中長期的

な産学官連携戦略のうち，次の 3 点の活動を国が

重点的に支援する，産学官連携戦略展開事業（戦

略展開プログラム）が文部科学省において開始さ

れている5。 

① 国際的な産学官連携活動の推進 

基本特許の国際的な権利取得の促進，海外

企業からの共同研究・受託研究の拡大，国

際的な知的財産人材の育成・確保等 

 

② 特色ある優れた産学官連携活動の推進 

大学等と地方公共団体等との連携による知

的財産の管理・活用体制の強化，国公私立

の大学間等の連携による知的財産活動の展

開等 
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③ 知的財産活動基盤の強化 

人文社会系（人文科学，社会科学，教育，

芸術等の分野）を含め，更なる知的財産活

動を行う基盤の強化を必要としている大学

等について，各大学の特性，実態を考慮し

た効率的な運用体制の整備 

 

さらに，平成 21 年 12 月 30 日に閣議決定された

「新成長戦略（基本方針）」においても「産学連携

など大学・研究機関における研究成果を地域の活

性化につなげる取組を進める。」とされており，今

後は産学連携の一層の推進が行われることになる

と考えられる。 

 

（3）産学連携と大学における知的財産活動

の現状 
以上述べたように，これまで産学連携を行うた

めの体制整備が精力的に行われてきている。これ

らの取り組みや，近年のオープンイノベーション

の進展により，大学等における民間企業等との共

同研究の実施件数は，平成 16 年度の 10728 件から

平成 20 年度には 17638 件と 1.6 倍に増加してい

る6。 

また，研究開発成果の一つの指標である大学か

らの特許出願件数をみると，2002 年には約 2000

件であったが，2005 年には 7300 件超まで急激に

増加し，それ以降はほぼ横ばい状況となっている。

次に各大学単位の特許出願の増減傾向をみると，

2007 年までは，出願件数が前年より増加した大学

が，減少した大学よりも多いが，2007 年から 2008

年の 2 年間でみてみると，出願件数が前年より減

少した大学が，増加した大学よりも多くなってい

る。この当初の特許出願の急増は，知的財産活動

の体制を整えた大学の増加により，これまで研究

成果を特許出願しなかった大学が特許出願するこ

とになったことや，大学内部における知的財産活

動の成熟により，これまで特許出願すべきであっ

たが特許出願されなかった研究成果に関しても発

明が「発掘」され，特許出願に結びついたこと等

によるものと推定される。また，最近の特許出願

の横ばい傾向に関しては，出願件数が前年より増

加・減少した大学数の推移からみて，大学におけ

る知的財産に関する体制整備等が一通り終わり，

研究成果すべてを特許出願するのではなく，内容

を選別して特許出願するようになってきているた

めと考えられる。
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図 3：共同研究実施件数の推移7 

 



 論  文  

 

特許研究  PATENT STUDIES  No.49  2010 / 3 18 

1979

2775

4604

7569
7352

7859
7601

24%

26%
27%

25%25%

20%

0

1000

2000

3000

4000

5000

6000

7000

8000

9000

2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

出願件数 グローバル出願率

（件）

（年）

 
図 4：大学等からの特許出願件数の推移8 

 

 

図 5：大学等からの特許出願の増減傾向 8 

 

このように，大学からの特許出願自体に関して

は，量から質への転換が図られつつあるなかで，

特許の実施件数及び実施料収入は増加傾向にある。

特許出願から権利化，さらにライセンス等を行う

場合，特許出願からライセンスの許諾等に至るま

でにはある程度の時間を要することから，ある年

の特許出願件数と実施件数や実施料収入とを直接

関連づけて論じることは適切ではないが，実施件

数や実施料収入の増加傾向からは，大学において

も単に特許権を取得するだけではなく，取得した

特許権の活用も進展してきているといえる。
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図 6：大学等における特許実施件数の推移9 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7：大学等における特許権実施等収入の推移10 

 

こうした日本の状況を，1980 年にいわゆるバイ

ドール法が制定され，日本の 20 年前から産学連携

を推し進めてきた米国と比較するとどうなるであ

ろうか。図 8 をみると，日本はライセンス収入を

はじめとして，実施許諾件数，取得特許件数等の

データは米国よりも少なくなっている。他方で，

米国の大学においてライセンス収入が得られるよ

うになるまでには，約 10 年間要している（図 9）

のに対し，日本の場合はそれほどの長期間を要し

ていない（図 7）。 

このデータ上日本が米国に劣っている状況や，

米国とは税制面やベンチャーキャピタルの質・量

などのインフラの面においても遅れている面もあ

ること等から，日本における産学連携をこれ以上

進展させる事は困難なのではないかという意見が

あるようだが，筆者としては，米国に 20 年遅れて

始まったにしてはかなりの速度で米国に追いつき

つつあるとして，さらにキャッチアップを進めて

いくにはどのようにすべきかを検討するべきであ

ると考えている。ただし，これまで急速に米国を

（百万円）
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追い上げてきた分，今後の産学連携の進展速度が

鈍化するのはやむを得ないだろう。 

そして，今後の日本の経済発展のためには，広

い意味での知的財産である「知恵」を有効に活用

する以外にはなく，技術進歩が速くなり，かつ技

術の専門分野の細分化・複合化により，単一企業

ですべての研究開発を行うことは困難になりつつ

ある状況を考えると，今後は，産学連携の重要性

がさらに増すことになるだろう。 

しかしながら，産学連携に関する政策の進展に

つれ，従来は一部の人間や組織の間で行われてい

た産学連携が広く行われるようになりつつある。

そのような状況下では，様々な立場や意見を有す

る人間や組織による連携が行われることになるか

ら，立場や意見の相違等により産学連携が円滑に

行われないこともあると聞く。そこで，次項では，

今後さらに産学連携を推進する際に留意すべき点

について述べることとする。 

 

 日 本 米 国 

機関数 
大学知的財産本部等・ 

承認 TLO 204 機関 
（重複除く） 

157 機関 

特許出願件数 7,601 件 
（2008 年） 

10,468 件 

特許取得件数 886 件 
（2008 年） 

3,258 件 

実施許諾件数 5,538 件 25,109 件 

実施料収入 11.6 億円 20.8 億ドル 

図 8：産学連携の日米比較11 
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図 9：米国大学におけるライセンス収入12 
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3．産学連携のさらなる発展のための

留意点 

産学連携といっても，その連携には様々なパタ

ーンが考えられる。例えば，研究開発に関しても，

すでに大学に存在する技術を移転するパターンや，

企業が研究費を拠出して研究開発するパターン，

企業自身（研究者を大学に派遣するなど）と大学

とが共同で研究開発を行うパターン等があり，ま

た，連携する企業も大企業や中小企業等多岐にわ

たる。そのため，産学連携が円滑に行われない場

合その理由も多岐にわたることになるが，ここで

は，大学と連携先との立場や考え方の相違につい

て焦点をあてて述べることとする。また，大学自

体の留意点として，大学発ベンチャーや大学自身

が開発した技術の移転についても述べることとす

る。 

 

（1）大学と企業（特に大企業）との連携 

産学連携において比較的多いパターンは，大学

と企業特に大企業との連携であると考えられる。

実際，平成20年度の共同研究の総件数17638件のう

ち，民間企業との共同研究は約85％の14974件を占

め，この民間企業のうち，中小企業は約28％（4149

件）となっている13。産学連携による研究成果の

社会還元という目的からみても，企業との連携は

非常に重要であり，大学と企業との連携のさらな

る推進を図る必要がある。 

しかしながら，大学と企業とでは，研究に対す

るそもそもの目的等が異なることから，連携の際

には問題が発生しやすい。例えば企業同士が連携

する場合であっても，両企業の得意分野や市場で

のシェア，海外でのビジネス経験の差，企業文化

の相違など，多くの相違点が存在するために，連

携に至るまでは困難を伴うことが一般的である。

しかし，企業同士の場合は，基本的に利潤を目的

として活動を行うため，紆余曲折はあっても研究

成果がどのような商品に使えるのか，そしてその

商品から利益が得られるのかを検討し，その上で

両者が利益を得るためにはどのようにすればいい

かを検討するため14，お互いが同じ土俵の上で交

渉を行っていくことが可能である。他方，大学の

場合は基本的に利潤ではなく研究内容それ自体を

重視する場合が多く，また，実際に商品を販売し

ているわけではないから，研究成果が市場でどう

評価されるかを自身で予測・評価することは困難

であろう。このように研究に対する目的等が全く

異なることから，両者が産学連携に過大な期待を

し，企業側は大学の研究成果を導入すれば速やか

に事業化ができると考えたり，大学側は先端技術

であればあるほど価値があると考えたりすること

が起こり得る。また，連携の形態によっては，企

業側はこれまで持っていなかった技術を，当該技

術の専門家である大学側から提供されることにな

る。その際，企業側も当該技術に関する知識をあ

る程度は有していないと，大学側から提供された

技術の評価が十分にできないことになる。さらに，

大学側も技術に関する専門家との自負から，企業

側が真に求めている技術を曲解し，非常に高度で

はあるが，実際の事業には向かない技術を提供す

ることもあり得る。 

また，連携を開始した後の実行段階で担当者同

士の意見の相違が起こる可能性がある。例えば，

大学の研究者と企業の研究者とを見てみると，通

常，企業の研究者は商品開発に直結した研究を行

うのに対して大学の研究者はそうではない。その

ため，大学側は，研究成果である技術の学術的な

価値でその技術を評価し，企業側は技術の事業に

対する価値でその技術を評価する等，両者は研究

成果である技術の価値や完成度というものに対す

る考え方が相違しているといえる。また，産学連
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携はその性格から，すでに大学にある技術を移転

する場合を除き，数年程度の比較的短期間で成果

を出さなくてはならないが，大学の研究者にとっ

て数年程度は短い期間であることから，企業の研

究者との時間の感覚が相違してしまうことや，さ

らには，大学の研究者は，技術の実用化が必ずし

も要求されない組織に属しており，企業のように

実用化に関して社内や上司に対する説明責任が生

じることがないため，企業側が説明に必要なデー

タ等を頻繁に要求する等をした場合に，大学の研

究者側が戸惑ったりすることも起こり得る。 

これらの結果，両者の関係が悪化し，結果とし

て連携が円滑に進められない事態となることが起

こり得る。これはどちらが悪いということではな

く，両者の属する組織を考えれば，やむを得ない

面もあろう。 

しかしながら，大学は先端技術の宝庫であり，

上述のようなことで産学連携が円滑に進められな

いことは，企業側にとっては自社で開発するより

も安価に技術を手に入れる機会を失う事につなが

るし，大学側にとっても大学で生まれた有効な技

術を社会に提供するという目的が達成されないこ

とになるから，社会的損失は極めて大きい。した

がって，産学連携をさらに進めていくためには，

コミュニケーションを十分にとるとともに，お互

いの立場を尊重し，譲歩すべきところは譲歩する

ことにより，パートナーとしての信頼関係を構築

することが必要である。 

特に大学側は，技術を社会で活用するという最

終目的に鑑み，企業経営者等と意思疎通を図り，

企業側からの要望を受け，それに柔軟に対応する

体制整備のさらなる充実を図る必要があろう。そ

れにより産学連携がさらに発展することになると

考える。 

 

（2）中小企業との連携 

次に中小企業との連携に特化した点について述

べる。 

中小企業は1960年から現在までの長期にわたっ

て，日本の付加価値額の5割強を算出してきている

ことに加え，日本の法人企業の付加価値額の伸び

率における中小企業の寄与は2000年代で40．3％と

なっている15など，中小企業は経済成長において

大きな役割を果たしてきたといえる。そのため，

日本経済の今後の発展のためには中小企業の一層

の活性化が必要であろう。さらに，近年の不況下

において受注減や激しい価格競争に苦しみながら

も，高付加価値の追求をしている中小企業は経常

利益改善率が高い16といわれていることから，中

小企業における研究開発を効率よく促進していく

ことは必須であるといえる。しかしながら，残念

なことに，研究開発に取り組む中小企業の割合は

製造業で11．5％と，大企業の60．6％と比べると

非常に低い17。 

一般に，中小企業は自社の得意な技術分野に関

しては強いが，規模の問題等から他の技術分野へ

の対応が不十分となる場合も多く，最近の技術の

複合化・高度化への対応が困難になる可能性が高

い。そのため，中小企業の研究開発の場合は他の

企業等の外部資源の活用，すなわち他の組織との

連携が極めて重要となってくる。 

実際に，中小企業の研究開発における連携先と

しては，「大学・高等教育機関」は，「顧客・クラ

イアント」に次ぐ2位となっている。また，「政府，

公的研究機関」も4位であり18，中小企業における

産学連携はある程度は進んでいるとみることがで

きる（図10）。 

そして，日本においては，研究開発を行う中小

企業が大都市に集中しているわけではなく全国に

存在しているのに対して，大企業は大都市に集中
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しており，また，中小企業が大企業と連携して研

究開発を行ったとしても，中小企業の立場や人材

不足等の問題から，研究開発の成果を大企業と中

小企業とでシェアできないという事態も起こらな

いとはいえない。 

このようなことから，中小企業の連携先として

は，地域にも存在する大学が有力な候補となり得

る。ただし，大学にも得手不得手があるため，技

術分野によっては，地域に存在する大学では対応

ができないこともあり得る。そのような場合は，

どこの大学にどのような技術が存在するのかの情

報を得る必要がある。現在，産学官連携コーディ

ネーターや特許流通アドバイザー等が産学連携や

技術移転のサポートを行ったり，大学やTLO間で

の連絡会議等が行われたりしているが，エリア等

が限定されてしまうために情報量が不十分であ

る。そのため，産学双方が欲しい技術のシーズや

ニーズの情報が容易に得られる全国的な情報イン

フラや人材配置を今後進めていく必要があろう。

しかしながら，それらを行うには時間が必要であ

るため，当面は前述の取り組みをさらに活性化さ

せるとともに，県等の地方公共団体等も，大学と

中小企業とのマッチング支援のさらなる強化を行

う必要がある。特に，大学によっては技術分野の

得手不得手があるため，単一の自治体ですべてを

補うことは困難であるから，多くの自治体が情報

を持ち，その情報交換を積極的に行うことが必要

である。また，個々の大学も，産学連携は，自己

の技術を社会に提供するチャンスであるから，情

報提供を積極的に進めていくべきであろう。 

また，中小企業の中には，自社の得意とする技

術であっても企業としての知名度が低いために，

自社で開発した技術が対外的に認められない場合

もあろう。そのような場合，自社の技術の完成度

や秀逸さを大学の名前でオーソライズすること

も，中小企業の産学連携の利用方法の一つとして

取り入れていくことが必要である。

  

 
図 10：中小企業の研究開発における連携相手 18 

 

（3）大学発ベンチャー 

現在日本で活動している大学発ベンチャー数は

トータルで約1800社といわれる。その大学発ベン

チャーの年度ごとの設立件数をみてみると，平成

16年度の247社がピークであり，その後は減少傾向

となり平成20年度は54社となっている19。他方で，
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米国では毎年400近くの大学発ベンチャーが設立

されているといわれており20，日本における大学

発ベンチャーはその数が少ないのではないかとの

意見がみられる。確かに，大学の性格上，大学に

おける研究開発は基礎的な分野が多く，研究開発

成果の商品化が困難であったり，研究開発時点で

想定される商品の市場規模が小さいために，大企

業のみならず中小企業においても研究開発成果の

商品化に参入しないことも多い。そのような場合，

大学における研究開発成果の社会還元が進まない

ことになるため，新産業創出の観点からも，大学

発ベンチャーの果たす役割は極めて大きいといえ

る。 

 

 

図 11：大学発ベンチャー数の推移 19 

 

しかしながら，研究開発に関する大企業や中小

企業との連携や，研究開発成果に関する技術移転

が円滑に進まなかった場合に安易に大学発ベンチ

ャーの設立を行うのは危険である。もちろん，ベ

ンチャーは大企業等ではとれないリスクをとるこ

とができるわけではあるが，優れた研究開発の成

果があるからベンチャーを設立するということで

はなく，その研究開発の成果に基づいた商品化の

是非や商品化した場合の市場等についての検討

や，当該研究開発の成果を事業化するために適し

ているベンチャーの組織・体制の検討を十分に行

う必要がある。その検討プロセスにおいては，経

営基盤の安定化等の観点からも，対象となる技術

も複数の技術を活用することを検討する必要があ

ろう。大学発ベンチャーを設立したとしても，そ

の後の研究開発，さらには製品化を図りつつ成

長・発展する上で直面する課題は，人材の確保・

育成，資金調達，販路開拓の3点であるとされてお

り21，資金調達に関していえば，複数の技術を活

用したベンチャーは，技術の更なる高度化を図る

ことが可能となることのみならず，資金調達が容

易となるといわれている22からである。 

そして，ベンチャーの設立に際しては公的支援

施策の積極的な活用を図ることにより，資金面だ

けでなく，人材確保やベンチャー設立後の商品販

売，支援機関との連携等，設立したベンチャーの

より円滑な運営が可能となろう。さらに，大学発

ベンチャーは，その技術力を売り物とすることに
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なるであろうから，技術力に裏付けされた事業の

優位性を保ち，今後さらに進むであろうオープン

イノベーションへの対応も考慮に入れた，知的財

産戦略の構築が必要である。 

これらの検討を当事者は十分に行ったつもりで

いても，実際の事業活動には不十分であったとい

うことも多い。大学はもともとその道のプロでは

ないのだから致し方ないことではあるが，現状で

は大学におけるその方面に関する人的基盤が脆弱

であるため，外部の知恵等を十分に活用すること

は必要不可欠である。それが十分に行えない場合，

大学発ベンチャー設立にこだわらず，企業等との

連携等を模索すべきであろう。連携や技術移転が

うまくいかず，ベンチャーの設立も失敗する可能

性が高い場合，ひとまず技術を特許化しておき，

将来的な技術移転を考えていくという対応も必要

となる。 

 

（4）大学の自己開発技術の移転 

産学連携には，共同研究開発や委託研究以外に

も，大学既存の技術を移転するというパターンも

あり得る。したがって，大学としては，独自に開

発した技術であっても，将来商品化等が期待され

る技術に関しては，特許化しておくことを検討す

べきである。これは，大学が開発した技術により

将来収益を得るという目的だけでなく，特許化し

ておけば，移転対象となる技術が明確となり，技

術移転を容易に進めることが可能となるからであ

る。ところがこの特許化に関しては人材不足もあ

り，戦略的な特許取得ができていない大学が多い。 

例えば，大学が技術を開発し取得した特許をラ

イセンスする場合，当該特許を日本でのみ取得し

ていたとする。ライセンスを受けた企業がその技

術を用いて商品を製造・販売する場合，製造・販

売を日本でのみ行う場合は日本の特許だけあれば

よいが，海外で製造や販売を行う場合は，現地で

の模倣を排除できないことになるから，海外での

特許を取得していない当該特許の価値は著しく低

くなるだろう。また，特許は一部の特殊な技術分

野を除いて単一の特許だけでは実際には有効に機

能せず，周辺技術の特許も取得することで，有効

に機能する事が多い。したがって特許を取得する

際には必要十分な特許出願と権利化を行う必要が

あるが，こういった特許戦略の構築を大学で行う

ためには，現在不足しているといわれている知的

財産に詳しい内部人材の飛躍的な増強が必要であ

る。人材育成に関しては，これまで様々な施策が

なされ，一定の効果をあげてきたといえようが，

まだまだ現場の感覚としては不足しているという

のが正直なところである。今後の一層の充実を期

待したい。また，特許戦略上，研究開発と特許取

得とを連携させていく必要があるが，大きな研究

開発プロジェクトなどにおいては内部人材による

対応だけでは不十分となることが多い。そのため，

知的財産の専門家がチームを組み，研究開発戦略

の策定から，知財戦略の策定支援（特許ポートフ

ォリオの構築支援など），特許の活用・事業化戦略

策定支援（ライセンス契約の整備など）等を行う

「知財プロデューサー事業」が開始された23。今

後はこういった形での支援の拡充が期待されると

ころである。なお，大学によっては自身で知的財

産活動を行えない場合もあろう。そのような場合

は独立行政法人科学技術振興機構（JST）が行っ

ている技術移転支援などの利用を検討することに

なる。 

企業における特許出願の理由には，他社の権利

化を防ぐためや，クロスライセンスへの備えなど，

自己で実施するため以外にも多くのものが存在す

る。しかしながら，大学の場合は，大学発ベンチ

ャー等以外は，自己で実施することは無いため，
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特許を出願するとしてもその最終目的は特許のラ

イセンスによる研究成果の社会還元か，譲渡とな

る。そして，特許の維持には費用が必要となるた

め，長期間特許を保持し続けることは合理的では

ない。したがって，大学側は特許化後のみならず，

特許出願前からもライセンス等を考慮した活動を

行っておくべきである。ただし，この行動を極端

に推し進めると，ライセンス等の話がない技術事

項に関しては特許出願を認めないという事にもな

りかねず，あまりにそのようなことをしすぎると，

大学における研究開発のプロたちの意欲を削ぐ結

果となるので注意が必要であろう。 

 

4．最後に 

 以上，産学連携を円滑に推進して行く際に，大

学の当事者が留意する点の一部について述べた。 

大学には多くの研究のプロがいるが，研究開発成

果の事業化は困難を伴う。したがって大学で研究

開発された技術の事業化という点で産学連携は非

常に有意義であり，産学連携のさらなる推進は，

日本経済の活性化にも資することになる。今後の

更なる産学連携の進展が期待される。 
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